事　前　相　談　票
	
	　　　年　　月　　日

	相談者
	住所
	

	
	氏名
	

	
	TEL
	

	工事主
	住所
	

	
	氏名
	

	工事区域の
所在地及び地番
	

	公共施設用地
	☐ 非該当　　☐ 該　当（施設種別：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	公共事業
	☐ 非該当　　☐ 該　当（事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	宅地造成等に伴う災害発生の恐れがないと認められる工事
	☐ 非該当
☐ 該　当（ ☐ 政令第５条第１項第　 号 ☐ 省令第８条第　 号　 ）

	規制区域種別
	☐ 宅地造成等工事規制区域
	☐ 特定盛土等規制区域

	計画の概要
	形質の変更
	盛土で生じる崖※の高さ
	
	ｍ

	
	
	切土で生じる崖※の高さ
	
	ｍ

	
	
	盛土と切土を同時に行い、生じる崖※の高さ
	
	ｍ

	
	
	盛土の高さ（崖※を生じないもの）
	
	ｍ

	
	
	厚さ１ｍを超える盛土又は切土を行う面積
	
	㎡

	
	土石の堆積
	最大高さ
	
	ｍ
	面積
	
	㎡

	予定工期
	　　　　年　　月　　日
	～
	　　　　年　　月　　日

	添付図面
	☐ 位置図　　　 ☐ 地形図　　　 ☐ 計画平面図　　　 ☐ 計画断面図
☐ 土地の求積図　　　 ☐ 土地及びその付近の状況を明らかにする写真
☐ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


※ 崖とは、地表面が水平面に対し３０度を超える角度をなす土地で、硬岩盤（風化が著しいものを除く）以外のものを指す。
	処 理 欄（以下の太枠内には記入しないでください）

	上記の相談内容については、規制対象規模【 ☐ 未満　☐ 以上 】、

	【 ☐ 形質の変更　☐ 土石の堆積　☐ 公共事業　☐ 公共施設用地内の工事 】であり、

	盛土規制法の【 ☐ 許可申請 ・ 届出 ・ 協議  を要する。　☐ 許可申請等は不要である。

	　　　　　　　 ☐ 許可を受けたものとみなす。（開発許可が必要） 】

	（備考：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	決 裁 欄
甲府市役所
林政課
	課　長
	係　長
	担　当　者
	受付日
	　　　　年　　月　　日

	
	
	
	
	決裁日
	　　　　年　　月　　日

	
	
	
	
	回答日
	　　　　年　　月　　日


※ 処理欄の回答は、計画内容が盛土規制法に基づく手続きが必要かを提出された書類を基に判定したものになります。盛土等の安全を確認したものではありません。
当該計画内容について、下記の盛土規制法の許可申請等手続きの要否判定フローにより該当する事項を選択し、許可申請等手続きの要否を確認してください。（赤色で記入してください。）
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いいえ  


許可申請等手続きの要否判定フロー
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[image: image2.emf] 

いいえ  

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

いいえ

はい

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

（①～⑤に該当）

（⑥ ⑦に該当）

はい

いいえ

公共施設用地内における工事に該当する

災害の発生のおそれがないと認められる工事（政令第５条第１項各号、

省令第８条第１号～８号、第10号ハのいずれか）に該当する

都市計画法

開発許可が必要

許可を受けた

ものとみなす

許可申請

が必要

届出が必要

許可申請等

不要

工事を行う場所は、宅地造成等工事規制

区域内である

工事は、以下の①～⑦に該当する

【 宅地造成又は特定盛土等 】

① 盛土で高さ1ｍ超の崖を生じる

② 切土で高さ2ｍ超の崖を生じる

③ 盛土と切土を同時に行い、高さが2ｍ超の崖を生じる（①、②を除く）

④ 盛土で高さが2ｍ超となる（①、③を除く）

⑤ 盛土又は切土する土地の面積が500m2超となる（①～④を除く）

【 土石の堆積 】

⑥ 最大時に堆積する高さが2ｍ超かつ面積が300m2超となる

⑦ 最大時に堆積する面積が500m2超となる

工事は、以下の①～⑦に該当する

【 宅地造成又は特定盛土等 】

① 盛土で高さ2ｍ超の崖を生じる

② 切土で高さ5ｍ超の崖を生じる

③ 盛土と切土を同時に行い、高さが5ｍ超の崖を生じる（①、②を除く）

④ 盛土で高さが5ｍ超となる（①、③を除く）

⑤ 盛土又は切土する土地の面積が3,000m2超となる（①～④を除く）

【 土石の堆積 】

⑥ 最大時に堆積する高さが5m超かつ面積が1,500m2超となる

⑦ 最大時に堆積する面積が3,000m2超となる

公共工事（国又は都道府県等が行う宅地造成等に関する工事）である

協議が必要

はい




